
■宇治山田港交流拠点整備構想 ■プレジャーボート係留・保管対策

Ⅰ　宇治山田港交流拠点整備構想（ビジョン）骨子 1 Ⅰ　現状と課題　　　　　　　　　　　　　　　　 17

Ⅱ　まちづくりの目標 2 Ⅱ　係留・保管対策の基本的な考え方 18

Ⅲ　まちづくりの方向 3 Ⅲ　宇治山田港における係留・保管対策

Ⅳ　まちづくりの柱 　　１　規制措置の考え方 20

　　１　『まちの宝物』発掘・活用 4 　　２　漁船・プレジャーボート係留・保管計画【案】 21

　　２　交通アクセスづくり 5 　　３　ルールづくりと係留・保管施設の管理運営 32

　　３　集客と交流拠点づくり 6 　　４　関係者の連携　 35

　　４　地場産業の振興 11

　　５　防災機能の強化 11 ■資料

　　６　交流の推進 12

　　７　マリン・生涯学習 14

Ⅵ　アクションプログラム 《第１期戦略（概ね１０年間）》 15

Ⅶ　構想推進のために 16

平成１３年１０月９日

宇治山田港湾整備（まちづくり・港づくり）に向けての提言

宇 治 山 田 港 湾 整 備 促 進 協 議 会



Ⅰ　宇治山田港交流拠点整備構想（将来ビジョン）骨子 ビジョン実現のための取組

１　『まちの宝物』発掘・活用 ２ 交通アクセスづくり 第Ⅰ期戦略　（概ね１０年間）

まちの宝物　（地域資源） まちの宝物（地場産業） 海 上 ア ク セ ス 道 路 ア ク セ ス 主　　　な　　　施　　　策
■歴史・文化 ■造船業 ■航路の整備 ■道路の整備
■社寺仏閣 ■漁業 ○中部国際空港、津松阪港、鳥羽港、 ○臨港道路の整備
■伝統行事 ■農業 　 豊橋・蒲郡方面 ■駐車場の整備
■まつり ■地域海上交通アクセスの整備
■プレジャーボート 　（勢田川・五十鈴川）

○神社・大湊・河崎・二軒茶屋・一色・
今一色・アリーナ

３ 集客と交流拠点づくり

海　の　玄　関　口　づ　く　り 賑　わ　い　拠　点　づ　く　り　 クルージングネットワークの確立 レクリエーション拠点づくり
■物流港としてのふ頭の整備 ■賑わい（集客と交流）空間の整備 ■交流ネットワークの確立 ■大湊鷲が浜海岸の有効活用

○岸壁・荷揚げバースの整備 ○交流ゾーン（賑わい広場）の整備 ○伊勢湾・鳥羽湾・三河湾・遠州灘等 ○憩いの親水空間
○泊地の整備 ○緑地の整備 ■クルージング受入機能の整備 ○海水浴場

■リゾート観光港としてのふ頭の整備 ○アメニティ空間の整備 ○マリーナ、ボートパーク ○潮干狩り漁場
○泊地の整備 ■クルージング体験イベントの実施 ■マリーナの整備
○旅客施設の整備 ■遊覧船の整備 ○キャンプ、飲食機能の整備
○アメニティ空間の整備 ○伊勢湾・鳥羽湾めぐり ○海上クルージング、マリンプレイ指導

■中継港としての機能整備 ■ボートパークの整備
○拠点マリーナ等への誘導 ■海洋公園の整備

歴 史 ・ 文 化 の 継 承 景 観 ・ ま ち な み　づ　く　り ポ　ー　ト　タ　ウ　ン　づ　く　り 他の交流拠点・観光資源との連携
■宇治山田港の豊かな港湾史の研究 ■大湊 ■マリーナ、ボートパーク （内陸の交流拠点との結節点）
■資料館の建設 ■神社港 ■景観・まちなみづくり ■外宮・内宮
■まちかど博物館の整備 ■河崎 ■アメニティ広場の整備 ■山田ルネサンスゾーン
■河崎歴史文化交流拠点の整備 ■二軒茶屋 ■駐車場の整備 ■内宮おはらい町交流拠点
■歴史・文化のネットワークづくり ■宮川流域下水道終末処理場 ■倉田山文化交流拠点
■能楽舞台の建設 ■遊歩道・プロムナードの整備 ■朝熊山麓交流拠点

■自然滞在型交流拠点
■南部自然共生拠点

４　地場産業の振興 ５　防災機能の強化

造　  船 　 業  の　振　　興 漁 　 業　　の　　振　　興  工　　　業　　　の　　　振　　　興   防　災　機　能　の　強　化
■修理等ホスピタル機能の付加 ■荷捌き場の整備 ■建設用骨材供給 ■耐震バースの整備
■造船技術者の育成 ■後継者の育成 ■下野工業団地 ○震災時の緊急物資輸送基地

○伊勢工業高校造船科（前身：大湊 ■地域ブランドの確立 ■神鋼電機、菊川鉄工、松井鉄工等 ■護岸の整備
 　町立造船徒弟学校）との交流 ■観光漁業の確立 ○勢田川、五十鈴川

■伊勢造船マイスター制度の実施 ■販売ルートの確立
○伊勢ブランド船の築造

農  　 業　　　の　　　振　　　興   新   産   業   の   創   造

■朝市 ■マリーナ業
■観光農園・市民農園の整備 ○造船所からの転換 交　流　の　推　進 マリン・生涯学習の充実
■花栽培 ■小型客船等の運航業 ■地域間交流の推進 ■マリン（海洋）教育の充実

○篠島、常滑等 ■生涯学習の充実
■地域振興イベント
　　○港祭り、どんどこ祭り等

６　交流の推進 ７　マリン・生涯学習の充実

１

　　　                 交流と連携・新時代創造のために    ～伊勢からはじまる新たな世紀～　　    宇 治 山 田 港 の 再 生まちづくりの目標 アクションプログラム

Ⅰ　『まちの宝物』発掘・活用
　１　まちの宝物の発掘・活用

Ⅱ　交通アクセスづくり
　１　交通アクセス可能性調査
　２　海上アクセス体験イベントの実施
　　　①中部国際空港・津松阪港・鳥羽港等
　　　②勢田川・五十鈴川

Ⅲ　集客と交流拠点づくり
　１　整備計画の作成
　２　クルージングネットワークの確立
　　　①拠点マリーナ等との交流（意見交換等）
　　　②体験イベントの実施
　３　レクリエーション拠点づくり
　　　①大湊鷲が浜海岸の有効活用
　　　②マリーナの整備
　　　③ボートパークの整備（ビジター用）
　４　歴史・文化の継承
　　　①宇治山田港の豊かな港湾史の研究
　　　②まちかど博物館の整備
　　　③河崎歴史文化交流拠点の整備
　　　④歴史・文化のネットワークづくり
　５　景観・まちなみづくり
　　　①景観まちなみウオッチングの実施
　　　②イメージづくり
　　　③（仮）景観まちづくり条例の適用
　６　他の交流拠点・観光資源との連携
　　　①船参宮体験イベントの実施

Ⅳ　地場産業の振興
　１　造船業の振興
　　　①伊勢工業高校との交流
　　　②伊勢造船マイスター制度の調査研究
　２　漁業の振興
　　　①可能性の検討
　３　農業の振興
　　　①可能性の検討
　４　工業の振興
　　　①可能性の検討

Ⅴ　防災機能の強化
　１　護岸の整備

Ⅵ　交流の推進
　１　地域振興イベント、交流の推進

Ⅶ　マリン・生涯学習の充実
  １　マリン(海洋）教育の推進
　２　生涯学習の推進



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宇治山田港は、五十鈴川、勢田川の河口に 
位置する地方港湾（昭和２７年９月１日指定）

で、宮川本川の右岸下流端から夫婦岩までを 
港湾区域とする河口港です。 

 
かつて、勢田川上流の河崎港、河口附近の 

神社港、大湊港よりなり、全国各地から 
お伊勢まいりの客を乗せた船や外来の物資 
を集散するさまざまな船が往来していました。 

 
大湊は、豊臣秀吉が朝鮮出兵に使った日本丸

を建造するなど、伝統ある造船のまちとして 
栄えました。また、南北朝時代には吉野と東国

を結ぶ中継港として栄えました。 
 
神社港は、五十鈴川、勢田川に通じる水運の 

要地で、外来の物資を集散する幾多の船が往来 
し、これに伴う海運業や船宿を営むものも多く、 
造船業の発達を見たこともあります。 

 
河崎港は、住民と大勢の参詣者の生活物資を 

供給する問屋街として発達しました。 
 
 現在、宇治山田港は、周辺地域への砂利・砂 
など建設用骨材供給の基地、沿岸漁業の基地と 
して一定の役割は果たしているものの、『交流と 
連携・新時代創造のために』本市における宇治 
山田港の担う役割を再認識し、地域の活性化を 
図るとともに、２１世紀大交流時代にふさわしい海の玄関口として、中部国際空港へのアクセス

を視野に入れた、交流客の受入が担える港として再生していきます。 
 
 
 
 

交流と連携・新時代創造のために   ～伊勢からはじまる新たな世紀～ 

 集客と交流拠点めざして  『宇治山田港の再生』 

Ⅱ まちづくりの目標 
 

神社港自治会所蔵 

図は明治２０年代の神社港と勢田川の活況を描いています。 
神社港は、明治１９年、檜尻に至る延長１．８３㎞、道幅４．６㎞

の直線道路を竣工させました。 
２２年は御遷宮、２３年は文政のおかげ参りから６１年目に当たり

多くの人々が海路を伊勢に向かいました。 
当時、共立汽船、神田汽船両社の汽船は熱田港と神社港の間をそれ

ぞれ一日３回運航、上陸した人々は神社道から船江、河崎を経て両宮

に向かい、両町内も人や車馬が錯綜しました。 
伊勢湾、三河湾各港と勢田川は多くの航路で結ばれていました。 
二軒茶屋にも吉田汽船が蒲郡衣浦から航路を開きました。港内は 

親船から積み荷を瀬取って河崎へ運ぶ小越船が行き交いました。 
この頃、５００石以上の船は西洋型船の構造にするよう明治政府 

から御触れが出ています。大湊はいち早く、三本マストの洋式型船の

建造にのり出しています。 

※宇治山田港湾整備促進協議会作成『宇治山田港の豊かな港湾史』より抜粋 

説  明 
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Ⅲ まちづくりの方向 

１ 『まちの宝物』発掘・活用 

２ 交通アクセスづくり 

３ 集客と交流拠点づくり 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

ま ち づ く り の 柱 主   な   施   策 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

■物流港としてのふ頭の整備 
■リゾート観光港としてのふ頭の整備 
■中継港としての機能整備 

■賑わい（集客と交流）空間の整備 

■交流ネットワークの確立 
■クルージング受入機能の整備 
■クルージング体験イベントの実施 
■遊覧船の整備 
 
 
■大湊鷲が浜海岸の有効活用 
■マリーナの整備 
■ボートパークの整備 
■海洋公園の整備 
 
 
■宇治山田港の豊かな港湾史の研究 
■資料館の建設 
■まちかど博物館の整備 
■河崎歴史文化交流拠点の整備 
■歴史・文化のネットワークづくり 
■能楽舞台の建設 

４）レクリエーション拠点づくり 

５）歴史・文化の継承 

■航路の整備（伊勢湾・三河湾） 
■地域海上交通アクセス整備 
（勢田川・五十鈴川） 

 
■臨港道路の整備 
■駐車場の整備 

１）海上アクセスづくり 

１）海の玄関口づくり 

２）賑わい拠点づくり 

■歴史・文化、社寺仏閣、伝統行事、 
まつり、プレジャーボート 

■造船業、漁業、農業 

１）『まちの宝物』発掘・活用（地域資源）

２）道路アクセスづくり 

２）『まちの宝物』発掘・活用（地場産業）

■大湊、神社港、下水道終末処理場、 
河崎、二軒茶屋等 

■遊歩道・プロムナードの整備 

３）クルージングネットワークの確立 

６）景観・まちなみづくり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 

 

４ 地場産業の振興 

５ 防災機能の強化 

 
■マリーナ、ボートパーク 
■景観・まちなみづくり 
■アメニティ広場の整備 
■駐車場の整備 
 
■外宮・内宮 
■山田ルネサンスゾーン 
■内宮おはらい町交流拠点 
■倉田山文化交流拠点 
■朝熊山麓交流拠点 
■自然滞在型交流拠点 
■南部自然共生拠点 

７）ポートタウンづくり 

８）他の交流拠点・観光資源との連携 

 
■修理等ホスピタル機能の付加 
■造船技術者の育成 
■伊勢造船マイスター制度の実施 
 
 
■荷捌き場の整備 
■後継者の育成 
■地域ブランドの確立 
■観光漁業の確立 
■販売ルートの確立 
 
 
■建設用骨材供給 
■下野工業団地 
■神鋼電機、菊川鉄工,松井鉄工等 
  
■朝市 
■観光農園・市民農園の整備 
■花栽培 
 
 
■マリーナ業 
■小型客船等の運航業 

２）漁業の振興 

３）工業の振興 

５）新産業の創造 

 
 
 
 

■耐震バースの整備 
■護岸の整備 

４）農業の振興 

１）造船業の振興 

６ 交流の推進 

１）防災機能の強化 

 
 

 
 

■地域間交流の推進 
■地域振興イベント 

１）交流の充実 

７ マリン・生涯学習の充実   
■マリン（海洋）教育の充実 
■生涯学習の充実 
 

１）マリン・生涯学習の充実 



 
 
 
 
 
 
 
地域には、歴史・文化、社寺仏閣、伝統行事、まつり、プレジャーボート、造船技術、漁

業、農業など『まちの宝物』がたくさんあります。市民の手でさらに『まちの宝物』を発掘

し、まちづくりに活用していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 『まちの宝物』発掘・活用 

Ⅳ まちづくりの柱 

愛知県知多郡南知多町大字篠島字中手島、ここで

古くから神宮の三節祭にお供えする干鯛が作られてい

る。 

 六月の月次祭には、目の下１尺５寸（約４５センチ）の

身卸鯛が２８枚、１尺２寸（約３６センチ）の大干鯛が５０

枚、７寸（約２１センチ）の小干鯛が１１０枚。十月の神嘗

祭と十二月の月次祭には、身卸鯛は使わず大干鯛、小

干鯛のみ。毎年、合計５０８枚が神宮に納められてい

る 。

 干鯛とは、生の鯛の内臓を除き、井戸水でよく洗い、

海水で浄めて、食塩をたっぷり入れた樽に漬けて、村の

倉庫に数日貯蔵されたものを西風の強い日に再び海岸

に運び、潮洗いして１枚ずつ広げ、竹のくしなどを立て

て注連縄を張る青竹に囲まれた浜で干した鯛である。 

 運搬は、昔は「太一御用」の旗を掲げた新造船で唐櫃

に納めて運ばれた。河崎港から道中を露払いし、大名

行列さえも下馬させ、沿道の人々は土下座したという。 

 篠島は、鎌倉時代は志摩国志摩郡に属し、室町時代

には伊勢国度会郡に属していたことがあり、神宮領とさ

れていた。現在も篠島にある神明神社、八王子社は内

宮の東宝殿の古材で遷宮が行われており、伊勢神宮と

の関わりは深い。 

 平成11年、島の若手漁業者から「神宮から選ばれた

鯛の島をＰＲし、御幣鯛を篠島の誇りとして再認識した

い。」との声があがり、70年ぶりに昔ながらの形で内宮宇

治橋から行列を組み、鯛の奉納を行った。    

 

伊勢新聞（平成５年９月１６日）

篠島『太一御用』御幣鯛船 港 ま つ り 

どんどこ祭り 

中日新聞（平成 13 年 5 月 13 日）

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

歴史・文化・社寺仏閣等 

 大湊台場跡 

 義良親王ご乗船地

 

 
 

  

 

日保見山八幡宮

阿場池跡
秋山安房守の墓

鷲取小浜忘井の旧跡 

保科淡路守の供養碑 

志宝屋神社 
 

 

 

大湊波除堤

清雲院（お夏寺）

 

 

 

 御食神社山田道改修記念の道標 

馬瀬の狂言 

 一色台場跡

一色神社 

 

 通能（勝田流）

 
竹ヶ鼻能（青尾流）

伊勢三座

 山田奉行所跡

 
昌久寺

海眼院

一色能（和谷流）

《造船》 
■ 大湊角屋船 
■ 旗艦日本丸 
■ 大湊町立造船徒弟学校 
《文学》 
■ とはずがたり 
■ 大菩薩峠 

《文学・雑誌》 
■伊勢参宮名所図会 
■神都名勝誌 
■伊勢音頭恋寝刃 
■鳥羽誌 
《その他》 
■ 道者さん（どんどこさん） 
■ はりしがね 

４ 



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２ 交通アクセスづくり 

施 策 １

１ 航路の整備（伊勢湾・三河湾） 
 

中部国際空港へのアクセスを視野に入れ、伊勢湾、三河湾内の航路整備を

促進します。 
 

２ 地域海上交通アクセスの整備（勢田川・五十鈴川）  
   神社・下野地区にある既存公共ふ頭を活用し、伊勢市都市マスタープラ 

ンにある『勢田川歴史観光交流軸』の整備を進めます。 
また、朝熊山麓交流拠点とをつなぐ五十鈴川ルートを整備します。 

海上アクセスづくり

施 策 ２ 道路アクセスづくり

１ 臨港道路の整備 
 

市域内幹線道路につなぐ臨港道路を整備し、外宮・内宮等交流拠点、 
観光資源を有機的に結びます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 交通結節点の整備 
 

ターミナル、公共ふ頭周辺に交通広場、駐車場など交通結節点の整備を

進めます。 
 

国道 23 号 

国道 42 号 

臨港道路 

ターミナル・
公 共 ふ 頭

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 

海上アクセスづくり 

大湊 

二軒茶屋 

河  崎
（川の駅）

勢田川歴史観光交流軸 

五十鈴川ルート 

朝熊山麓 
交流拠点 

ターミナル 

神社港 

500 0 500 100 2000ｍ

今一色 

一色 

広域海上アクセス 
（中部国際空港、津松阪港、
鳥羽港、豊橋・蒲郡方面） 

『集客と交流』拠点 
 

大湊鷲ヶ浜海岸 



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３ 集客と交流拠点づくり 

施 策 １

１ 物流港としてのふ頭の整備 
 
  ○岸壁・荷揚げバースを整備します。（船舶の大きさは１９９ＧＴを想定）

  ○泊地を整備します。 
 
２ リゾート観光港としてのふ頭の整備  

○泊地を整備をします。 
○旅客施設を整備します。 

  ○アメニティ空間として親しまれるふ頭の整備を行います。 
 
３ 中継港としての機能整備 
 

○ビジター受け入れ機能を整備します。 
○拠点マリーナ、ボートパーク等係留・保管施設に誘導します。 

   
 

海 の 玄 関 口 づ く り

集客と交流賑わい拠点 
（ターミナル） 

施設整備構想(案) 
0 100ｍ

砂利・砂・石材等 
取扱い基地 

耐震バースの整備 
岸壁（－４．５ｍ）

クルージング拠点 
（中継港） 

泊地の整備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施 策 ２ 賑 わ い 拠 点 づ く り

１ 賑わい（集客と交流）空間の整備 
 
  ○交流ゾーン（賑わい広場）を整備します。 
  ○緑地・アメニティ空間を整備します。 
 

ターミナル 

物流基地 

旅客施設 

緑地・アメニティ空間

緑地・アメニティ空間 

緑地・アメニティ空間

クルージング拠点
（中継基地） 

駐車場 

駐車場 

アメニティ空間

の確保 



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
施 策 ３

１ 交流ネットワークの確立 
 
  プレジャーボートを活用した地域振興・交流機能の充実を図るため、伊勢

湾・三河湾・遠州灘等のマリーナ等と連携したクルージングネットワークの

確立をめざします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ クルージング受入機能の整備  

クルージングの受入が可能となるマリーナ、ボートパークの整備と背後地

のまちづくりを進めます。 
 
３ クルージング体験イベントの実施 
 

交流ネットワークの確立と海上アクセスづくりに向け、既存マリーナ協力

のもと、クルージング体験イベントを実施します。 
 
４ 遊覧船の整備 

 
  伊勢湾、鳥羽湾めぐりと勢田川、五十鈴川の海上アクセス確保のための 
遊覧船を整備します。 

クルージングネットワークの確立 

名古屋港 

常滑マリーナ 

マリーナ伊良湖 
津ヨット

ハーバー 

マリーナ河芸 

スズキ白子マリーナ 
蒲郡 

ラグナマリーナ 
海陽ヨットハーバー 
蒲郡ヨットハーバー 

日産マリーナ東海 
西浦シーサイドマリーナ 
名鉄西浦マリーナ 

鳥羽港 

宇治山田港 

篠 島 

松阪マリーナ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

７ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施 策 ４ レクリエーション拠点づくり

１ 大湊鷲ヶ浜海岸の有効活用 
 
   整備された海岸を憩いの親水空間、海水浴場、潮干狩り漁場として有効

に活用します。 
 
２ マリーナの整備 
 
   既存マリーナの有効活用とさらなるマリーナ機能の充実に努めます。 
 
３ ボートパークの整備 
 
   クルージングの受入とレクリエーション基地として必要なボートパーク

を整備します。 
 
４ 海洋公園の整備 
 
   ボートパーク、中州を海洋公園として整備します。 

大湊鷲ヶ浜海岸の活用 
■憩いの親水空間 
■海水浴場 
■潮干狩り漁場 

マ リ ー ナ の 整 備

■キャンプ・飲食 
■海上クルージング 
■マリンプレイ 
 

ターミナル 

ボートパークの整備 

プロムナード 

海洋公園の整備 



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
施 策 ５

１ 宇治山田港の豊かな港湾史の研究 
 

伊勢郷土会を中心に港湾史の調査研究を進め、歴史・文化の継承に努め 
ます。 

 
２ 資料館の建設  

港湾史の調査研究成果、地域あるいは個人で所蔵している宝物の展示を 
行い豊かな歴史・文化の継承に努めます。 

 
３ まちかど博物館の整備 

まちかど博物館は市民の手による手づくりの博物館です。『人間だれでも

ちょっとした場所さえあれば、自分の好きなものや誇れるもの、楽しみをも

とに博物館の一つくらいはつくれる』を基本テーマに市民のまちおこし団体

『ザ伊勢講』により始められました。 
地域内では、ゴーリキ（大湊）、かどや民具館（二軒茶屋）、味噌たまり蔵

資料館（二軒茶屋）、和具屋（河崎）が指定されています。まちかど博物館

の整備を促進し、地域資源としてまちづくりに活かします。 
 
４ 河崎歴史文化交流拠点の整備 
 
    勢田川沿いを中心に河崎のまちなみを面的に再整備し、土産物店や食べ物

店の集積を図り、また歴史的建築物を展示館など利活用しながら歴史と観光

が一体化した新たな伊勢の交流拠点を創出するものです。 
平成９年７月公表された伊勢市都市マスタープランに広域交流拠点として

位置付けられました。その整備を進めます。 
 
５ 歴史・文化のネットワークづくり 
 
    『まちの宝物』として市民が選んだ地域資源をネットワーク化した散策

ルートづくりを進めます。 
 

６ 能楽舞台の建設 
 
    遠く神宮の神領であった神三郡と呼ばれた地に伊勢三座（和谷流、勝田流、

青尾流）といわれた三つの猿楽の座がありました。伊勢三座は室町末期に後

を保護を受けていた国司北畠氏が滅んだので、神宮との関係を一層深め、和

谷流が一色、勝田流が通、青尾流が竹ヶ鼻に移り住みました。一色の能面は

現在４１面現存する中、江戸初期以前のもの１２面。なかでも能楽発生期の

ものも含み、いずれも独創的な優れた造形美を秘めています。能装束も豪華

絢爛たるものです。 
   能楽舞台を建設し、貴重な『まちの宝物』としてまちづくりに活かします。

歴史・文化の継承

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

８

 

 

一色能 
（県指定無形民俗文化財）

まちかど博物館 

宇 治 山 田 港 の 豊 か な 港 湾 史 



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
施 策 ６

１ まちなみ整備 
 

ターミナルや大湊、神社港、河崎、二軒茶屋等拠点において宇治山田港に

ふさわしい景観・まちなみづくりを進めます。 
 
２ 遊歩道・プロムナードの整備  

 景観・まちなみ整備地区、レクリエーション拠点地区、地域資源等を遊歩

道・プロムナードで結びネットワーク化します。 

景観・まちなみづくり 

500 0 50 10 2000

河崎

二軒茶屋 

神社港 

大湊

マ リ ー ナ

ターミナル 

大湊鷲ヶ浜海岸 

下水道終末処理場 

ボートパーク 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施 策 ７ ポートタウンづくり 

下の図にある４ヶ所をポートタウンとして整備します。 
１ マリーナ、ボートパーク 
２ 景観・まちなみ 
３ アメニティ広場 
４ 駐車場 

ポートタウン整備個所 

９



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
施 策 ８

１ 外宮・内宮 
 
 
 
 
２ 山田ルネサンスゾーン 
 
 
 
 
３ 内宮おはらい町交流拠点 
 
 
 
 
４ 倉田山文化交流拠点 
 
 
 
 
５ 朝熊山麓交流拠点 
 
 
 
 
６ 自然滞在型交流拠点 
 
 
 
 
７ 南部自然共生拠点 
 
 
 
 

他の交流拠点・観光資源との連携 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

倉 田 山

歴 史 文 化

交 流 拠 点

近畿自動車道関伊勢線 

主要地方道 鳥羽松阪線 

国道２３号 

伊勢二見鳥羽ライン 

国道４２号 

 
 
 
 

宇治山田港

交 流 拠 点

 
朝 熊 山 麓

交 流 拠 点

内 宮

おはらい町

交 流 拠 点

 
山田 
ルネサンス

ゾ ー ン

河 崎

歴史文化

交流拠点

外 宮 

内 宮 

二見浦 
自 然 交 流 拠 点

二 見 浦

観光拠点

自然滞在型

交 流 拠 点

１０ 

勢田川歴史観光交流軸 



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

４ 地場産業の振興 

施 策 １

１ 修理等ホスピタル機能の付加 
 

２ 造船技術者の育成 
    
３ 伊勢造船マイスター制度の実施 

造船業の振興

施 策 ２ 漁 業 の 振 興

１ 荷捌き場の整備 
 
２ 後継者の育成 
 
３ 地域ブランドの確立 
 
４ 観光漁業の確立 
 
５ 販売ルートの確立 

 

１ 朝市 
 
２ 観光農園・市民農園の整備  
 
３ 花栽培 

施 策 ４ 農 業 の 振 興

１ マリーナ業 
 
２ 小型客船等の運航業 
 

施 策 ５ 新産業の創造

施 策 ３ 工 業 の 振 興

１ 建設用骨材供給 
 
２ 下野工業団地 
 
３ 神鋼電機、菊川鉄工、松井鉄工等  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１１ 

 

５ 防災機能の強化 

施 策 １ 防 災 機 能 の 強 化

0 100ｍ集客と交流賑わい拠点 
（ターミナル） 

砂利・砂・石材等 
取扱い基地 

耐震バースの整備 
岸壁（－４．５ｍ）

クルージング拠点 
（中継港） 

施設整備構想(案) 

１ 耐震バースの整備 
 
   伊勢都市圏（伊勢市・玉城町・二見町・小俣町・御薗村）の震災時の

緊急物資輸送基地として耐震バースの整備を行います。 

２ 護岸の整備 
 
   地域海上交通アクセスの整備、防災機能の強化を図るため、引き続き

五十鈴川、勢田川の護岸整備を進めます。 



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

６ 交流の推進 

施 策 １

１ 地域間交流の推進 
 
現在、篠島、常滑と交流がおこなわれていますが、クルージングネット

ワークの確立を視野にいれ、伊勢湾、三河湾、遠州灘等の諸都市との交流を
推進します。 

 
２ 地域振興イベント 
    

祭りや地域振興イベントにより交流を推進します。 

交 流 の 推 進

■篠島との交流 『太一御用』御幣鯛船 

愛知県知多郡南知多町大字篠島字中手島、ここ
で古くから神宮の三節祭にお供えする干鯛が作
られている。 
 六月の月次祭には、目の下１尺５寸（約４５セ
ンチ）の身卸鯛が２８枚、１尺２寸（約３６セン
チ）の大干鯛が５０枚、７寸（約２１センチ）の
小干鯛が１１０枚。十月の神嘗祭と十二月の月次
祭には、身卸鯛は使わず大干鯛、小干鯛のみ。毎
年、合計５０８枚が神宮に納められている。 
 干鯛とは、生の鯛の内臓を除き、井戸水でよく
洗い、海水で浄めて、食塩をたっぷり入れた樽に
漬けて、村の倉庫に数日貯蔵されたものを西風の
強い日に再び海岸に運び、潮洗いして１枚ずつ広
げ、竹のくしなどを立てて注連縄を張る青竹に囲
まれた浜で干した鯛である。 
 運搬は、昔は「太一御用」の旗を掲げた新造船
で唐櫃に納めて運ばれた。河崎港から道中を露払
いし、大名行列さえも下馬させ、沿道の人々は土
下座したという。 
 篠島は、鎌倉時代は志摩国志摩郡に属し、室町
時代には伊勢国度会郡に属していたことがあり、
神宮領とされていた。現在も篠島にある神明神
社、八王子社は内宮の東宝殿の古材で遷宮が行わ
れており、伊勢神宮との関わりは深い。 
 平成11年、島の若手漁業者から「神宮から選ば
れた鯛の島をＰＲし、御幣鯛を篠島の誇りとして
再認識したい。」との声があがり、70年ぶりに昔
ながらの形で内宮宇治橋から行列を組み、鯛の奉
納を行った。    
 

篠島位置 

篠島 

宇治山田港

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１２ 

 
■どんどこ祭り（常滑との交流） 

中日新聞（平成 13 年 5 月 13 日）

ど ん ど こ 船 



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■地域振興イベント（どんどこ祭りより） 

神社港 

勢田大橋⇔二軒茶屋 

二軒茶屋 

河崎（川の駅）

公共ふ頭 

位   置 

神社港 

河崎（川の駅）

二軒茶屋 

公共ふ頭 

カヌーを活用 

勢田川歴史観光交流軸 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１３ 

 ■河崎まちづくりイベント『河崎商人市&蔵まちフリーマーケット』 

賑わいをみせる河崎 

河崎『川の駅』



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

７ マリン・生涯学習の充実 

施 策 １

１ マリン（海洋）教育の充実 
 
２ 生涯学習の充実 

マリン・生涯学習の充実 

■勢田川でのカッターこぎに挑戦している小学生 

平成１３年１月２６日 読売新聞 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１４ 

 ■神 社 ・ 港 祭 り 平成５年９月１６日 伊勢新聞 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅴ アクションプログラム 《 第１期戦略 （概ね１０年間） 》 

１ 『まちの宝物』発掘・活用 

２ 交通アクセスづくり 

３ 集客と交流拠点づくり 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

ま ち づ く り の 柱 主   な   施   策 

 
 
 
 
 
 

■整備計画の作成 
 
 
■整備計画の作成 

３）クルージングネットワークの確立 

■拠点マリーナ等との交流 
（意見交換等） 

■クルージング体験イベントの実施 
 
 
 
■大湊鷲が浜海岸の有効活用 
■マリーナの整備 
■ボートパークの整備（ビジター用） 
 
 
 
■宇治山田港の豊かな港湾史の研究 
■まちかど博物館の整備 

４）レクリエーション拠点づくり 

５）歴史・文化の継承 

■可能性調査 
■体験イベント 
○中部国際空港、津松阪港、鳥羽港等

○勢田川・五十鈴川 
 
 

１）海上アクセスづくり 

１）海の玄関口づくり 

２）賑わい拠点づくり 

２）『まちの宝物』発掘・活用（地場産業）

■歴史・文化、社寺仏閣、伝統行事、 
まつり、プレジャーボート 

■造船業、漁業、農業 

１）『まちの宝物』発掘・活用（地域資源）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１５ 

 

４ 地場産業の振興 

 ６）景観・まちなみづくり 
■景観まちなみウオッチングの実施 
■イメージづくり 
■（仮）景観まちづくり条例の適用 
 
 
■船参宮体験イベントの実施 
 

８）他の交流拠点・観光資源との連携 

 １）造船業の振興 

■伊勢工業高校との交流 
■伊勢造船マイスター制度の調査研究 
 
 
■可能性の検討 
（観光漁業・産地直送市） 
 
 
■可能性の検討 
 
 
■可能性の検討 
（朝市、観光農園、市民農園、花栽培）

 
 
■可能性の検討 

２）漁業の振興 

４）農業の振興 

５）新産業の創造 

５ 防災機能の強化  １）護岸の整備 

■五十鈴川、勢田川 

６ 交流の推進  １）交流の充実 

■地域間交流の推進 
 
■地域振興イベント実施 

７ マリン・生涯学習の充実  １）マリン・生涯学習の充実 

■マリン（海洋）教育の推進 
 
■生涯学習の推進 

３）工業の振興 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅵ 構想推進のために 

市 民 の 役 割

市民・企業（事業者）・行政の役割 

新しい時代のまちづくり・港づくりを進めるには、まちや港に対する市民一人

ひとりの深い認識、誇りと愛着が欠かせません。そのため、まちづくり・港づくり

に対する理解を深め、望ましいまちのあり方や港のあり方について話し合い、自ら

できることに自主的に取り組むとともに、ＮＰＯやＮＧＯ、ボランティア団体など

輪を広げ、市民発意のまちづくり・港づくりを積極的に展開していくことが望まれ

ます。 
 

２１世紀のまちづくり・港づくりは、地域の特性を活かし、多様化する市民ニーズ、社会

ニーズに応えていく、きめ細かなものが必要です。 
そのためには、市民一人ひとりがまちづくり・港づくりへの認識を深め、積極的に参加し、

市 民 ・ 企 業 （ 事 業 者 ） と 行 政 の 連 携 と 役 割 分 担 に よ り 、 進 め て い く こ と が

大切であります。 

企業（事業者）の役割

企業（事業者）は、地域における企業活動や経済活動などを通じて、直接的・間

接的にまちづくりに大きな関わりをもっています。 
そのため、企業（事業者）も市民の一人として、まちづくりに対する理解を深め、

行政との連携、市民との協力のもと、まちづくりの寄与など社会的な役割を果たし

ていくことが求められます。 

行 政 の 役 割

行政は、具体的なまちづくり事業における推進主体としての役割を担うととも

に、市民、企業（事業者）の自主的なまちづくり活動を積極的に生かしていくこと

が求められます。そのため、まちづくりに関する情報公開・情報提供や自主的なま

ちづくり活動に対する支援策確立、まちづくり推進体制の充実が必要です。 
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協働体制（概念図） 

市  民 
 

○ まちづくり・港づ
くりへの理解を深め
る。 

○ 自主的にまちづく
り・港づくりに取り
組む。 ○情報公開 

○情報提供 
○活動支援 

○参加 
○連携 
○協力 

○情報公開 
○情報提供 
○活動支援 

行  政 
 

○ まちづくり・港づ
くりの推進主体とな
る。 

○ まちづくり・港づ
くり活動の支援、推
進体制を充実させ
る。 

企業（事業者） 
 

○ 企業活動を通じて
 社会的役割を果た

す。 
○ 市民とともにまち
 づくり・港づくりを

進める。 
 

○参加 
○連携 
○協力 

 
○連携 
○協力 

ま ち づ く り ・ 港 づ く り Ｎ Ｐ Ｏ

関係者によりＮＰＯを設立し、まちづくり・港づくりを進めます。イメージは次の通

です。 

まちづくり・港づくりＮＰＯ 
■港づくり 
■まちづくり 
■ボートパーク等管理運営 

 

行  政 
（国・県・市） 

住  民 

漁  協 

遊漁船組合 

マリーナ事業者 

造船業者 

伊勢郷土会 

観光協会 

青年会議所 

商工会議所 

プレジャーボート
製造・販売事業者 

艇の所有者 

ＮＰＯ 
河崎まちづくり衆 

その他 
連
携
・
調
整 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■教育の場、情報の提供等が必要 
   
  放置艇問題が発生する要因として、所有者のモラル、 
 責任感、遵法意識等の欠如に起因するものも少なくあり 
 ません。教育の場の確保や所有者への啓発、情報の提供 
 等に努めることが必要です。 

プレジャーボートの係留・保管対策 

Ⅰ 現状と課題 

図１ 舟 艇 の 係 留 状 況 

防潮水門下流 410 隻

遊漁船    360 隻

漁 船   50 隻
■放置艇は社会問題 
 
  プレジャーボート需要の増大を背景に、港湾、漁港、

 河川等の公共水域に放置されるプレジャーボート、いわ 
 ゆる放置艇が全国的に社会問題として顕在化してきて

 います。 
 
■宇治山田港には約 660 隻の放置艇が係留 
 
  宇治山田港には約 340 隻の漁船と良い釣り場に近く、

 広い静穏水域があることから約 660 隻の放置艇（プレ 
 ジャーボート）が係留されています。 
  係留状況は、図１のとおりです。 
 
■県内の放置艇のうち約２６％が宇治山田港に係留 
 
  県内では約 2500 隻の放置艇が確認されていますが、 
 そのうちの約２６％が宇治山田港に係留されています。 
 
■宇治山田港においても放置艇対策の早急な対応が必要 
 
  宇治山田港においても、①沈廃船化、②係留場所の

 私物化、③公共施設の破損、④船舶航行への影響、

 ⑤台風、高潮等による転覆時の水面汚濁、⑥艇の流失

 による災害の発生、⑦子供たちの無断立入など放置艇の

 管理が課題となっています。 
  これら放置艇が引き起こす問題点は、公共用水域の 
 適正利用、災害・安全対策など港湾、河川の管理上の 
 問題にとどまらず、地域の環境保全対策など早急な対応 
 が必要です。 
 
■プレジャーボートを地域振興に結びつけることが課題 
   
  プレジャーボートをまちの宝物として捉え、いかに 
 地域振興に結びつけていくかが課題です。 
 

※放置艇の定義 
 
 港湾、漁港、河川等の公共用
水域において継続的に係留等さ
れている船舶のうち、水域管理
者の認めた区域又は施設以外の
区域又は施設等にあり、かつ、
法律、条例等で定められた手続
きを経ていないもの。 
 （河川法適用河川については、
河川法（昭和３９年法律第１６
７号）第２４条、第２６条等に
基 づ く 河 川 管 理 者 の 許 可
なく不法に河川内に係留されて
いる船舶） 
 

 

防潮水門上流 298 隻

遊漁船    280 隻

漁 船     18 隻 
大  湊  203 隻 
遊漁船 174 隻 
漁 船  29 隻 

 今一色    291 隻 

 遊漁船    24 隻 

 漁 船   267 隻 

今一色  291 隻
遊漁船  24 隻
漁 船 267 隻

全      体   999 隻

遊漁船    664 隻

漁 船     335 隻

下  野    2 隻 
遊漁船   2 隻 
漁 船   0 隻 

放置艇の係留状況 
 

神  社  124 隻 
遊漁船 121 隻 
漁 船   3 隻 

500 0 500 100 2000ｍ

竹ヶ鼻   51 隻
遊漁船  49 隻
漁 船   2 隻

一  色   30 隻 
遊漁船  14 隻 
漁 船  16 隻 

田 尻   77 隻 
遊漁船  76 隻 
漁 船   1 隻 船 江   10 隻

遊漁船  10 隻
漁 船   0 隻

神 久    4 隻
遊漁船   4 隻
漁 船   0 隻

黒 瀬   43 隻 
遊漁船  42 隻 
漁 船   1 隻 

一色･通 164 隻
遊漁船 148 隻
漁 船  16 隻

調査日：平成 9 年 1
        1
        1

1 月 27 日 
2 月 2 日 
2 月 3 日 
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Ⅱ 係留・保管対策の基本的な考え方 （５）地域振興及び地域間交流への貢献 

  ①地域社会との共生 
   ■漁業等地域産業との共存 
   ■内陸の観光資源との連携 
   ■海洋教育等の充実 
  ②国民の幅広い参加 
   ■水陸のパブリックアクセスの確保  
   ■係留・保管施設の魅力度の向上 
   ■地域振興イベントの開催等利用機会の拡大 
  ③交流機能の充実 
   ■地域社会との交流 
   ■ビジターバースの整備 
   ■クルージングネットワークの確立 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※プレジャーボート係留・保管 
 対策に関する提言 
 
  プレジャーボート対策とし 
 て、運輸省港湾局、水産庁、 
 建設省河川局が合同で、３省 
 庁共通の基本方針や今後取り 
 組むべき施策をまとめた 
 もの。要点は以下のとおり。 
 
 現状認識 
 
 ■放置艇問題の早急な解消の 
  必要性 
 ■プレジャーボートを活用
  した地域振興 
 
 基本方針 
 
 ■プレジャーボート活動に
  対する基本的な視点の確立
 ■プレジャーボート所有者の 
  自己責任の徹底と製造・ 
  販売事業者による取り組み 
  の推進 
 ■規制措置と係留・保管能力 
  の向上を両輪とする対策の 
  推進多様な主体間の連携 
  の強化 
 

 係留・保管対策について、平成 10 年 3 月、プレジャーボ

ートによる海洋性レクリエーションを活用した地域振興方

策調査委員会より｢プレジャーボート係留・保管対策に関す

る提言｣が出されています。 
 今後取り組むべき主要な施策が以下のとおりあげられて

います。 

（１） プレジャーボート所有者の自己責任の徹底と 
    製造・販売事業者による取り組みの推進 
 
  ①所有者意識の向上 
  ②所有者の明確化 
  ③保管場所の確保 
  ④適正な受益者負担の実現 
  ⑤水域や施設での安全確保と環境保全の充実 
  ⑥プレジャーボート製造・販売事業者による取り組み

   の推進 
（２）多様な主体間の連携の強化 
 
  ①プレジャーボート係留・保管計画の策定 
  ②プレジャーボート係留・保管対策推進のための連携

   体制の確立 
（３）水域特性や地域の実情に応じた規制措置の実施 
 
（４） 係留・保管能力の向上 
  ①既存マリーナ等の収容能力の活用 
  ②係留・保管施設の整備 
  ③暫定的な係留・保管水域の活用 
  ④自宅等陸上保管への対応 
  ⑤係留・保管施設の管理運営体制の充実 
   ■安全及び環境管理の徹底 
   ■情報・サービス機能の強化 
   ■施設間のサービスネットワークの構築 
  ⑥効率的・効果的に係留・保管能力を向上させるため

   の視点 
 ■係留・保管能力の向上に向けた整備水準の明確化 
 ■既存ストックの有効活用 
 ■民間活力の活用 

■プレジャーボート係留・保管計画イメージ 
係 留 ・ 保 管 能 力 の 向 上 規 制 措 置 の 実 施 地 域 社 会 と の 共 生

対策前 対策後 

※ 運輸省港湾局作成パンフレット 『プレジャーボート係留・保管対策の方向』 より抜粋 
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※プレジャーボート係留・保管 
 計画 
 
  地域における放置艇の規制 
 措置、公共及び民間のプレジ 
 ャーボート係留・保管施設の 
 整備計画、プレジャーボート 
 を活用した地域振興方策など 
 を盛り込んだ、プレジャー
 ボート係留・保管対策を進め 
 るための総合的な計画 
 
 ■この計画は、関係者のみな 
  らず、地域住民等に対して 
  もプレジャーボート係留・ 
  保管対策への対応方針等を 
  明らかにするため、広く
  公表され、その計画に
  ついての情報提供に努める 
  必要があります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※プレジャーボート係留・保管 
 対策推進のための連携体制 
 の確立 
 
 ■国と地方の連絡調整だけ
  でなく、港湾、漁港及び
  河川の各水域管理者、地方 
  公共団体、警察機関、海上 
  保安機関、民間マリーナ
  事業者、プレジャーボート 
  製造・販売事業者、漁業
  関係者等との情報交換や
  事業調整などの横断的な
  連携を図っていく必要が
  あります。 



 ■プレジャーボート係留・保管施設整備イメージ 

ボ ー ト パ ー ク の 整 備

臨 海 部 に お け る
陸 上 保 管 の 促 進

暫定的な係留・保管水域の活用 

民間マリーナに対する支援 

既存マリーナの収容能力の活用 

運輸省港湾局作成パンフレット 『プレジャーボート係留・保管対策の方向』 より抜粋 自宅等の内陸保管への対応 
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※規制措置 
 
《河川法》 
 
  平成 9 年 6 月改正河川法 
 
 ■不法係留船舶等の除却を
  促進するため、除却した後、
  引き取りに来ない不法係留 
  船舶等について、河川管理 
  者が公正な手続で売却、
  廃棄、売却代金の保管等が 
  行 え る よ う 措 置 さ れ
  ました。  
 
 
  平成 10 年河川局長通達  
 

■ 河川区域内のプレジャー
 ボート等船舶の係留は、
 係留杭等の施設を設置して
 係留する場合には法第２４
 条、第２６条等の規定に
 基づく河川管理者の許可が
 必要です。 
 
■ 係留施設を設置すること
 なく係留する場合も、通常
 の一時係留でない場合に
 は、法第２４条等の規定に
 基づく河川管理者の許可が
 必要です。 
 
■ 河川管理者の許可を得ない 
 で河川区域内に係留して
 いる船舶は不法係留船で
 あり、法による強制的な
 撤去措置の対象となり
 ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
《港湾法》  
 
  平成 12 年 3 月改正港湾法 
 

■ 放置艇に対する規制として 
 、港湾区域のうち港湾管理 
 者が指定した一定区域内の 
 船舶の放置等を禁止すると 
 ともに、港湾管理者が
 撤去・保管した所有者不明 
 の放置艇等は、その売却・ 
 廃棄等の処分を行うことが 
 できるようになりました。 

   

 放置艇問題を解消するためには、規制措置と係留・保管

能力の向上とを両輪とする対策を推進する必要があり

ます。 
 規制措置は、公共水域の利用の適正化、災害安全対策、

あるいは地域の環境保全対策の観点から行ないます。 
 河川区域、港湾区域での放置艇規制の考え方は次のとお

りです。 
①河川区域                     

 
  不法係留船の数が多い等の理由により計画的な不法

 係留船対策を講じる必要のある河川について、管理者

 は、不法係留船対策に係る計画を策定の上、重点撤去

 区域を年次的に設定し、恒久的係留・保管施設の設置が

 認められた区域を除き、不法係留船の計画的な撤去が

 行なえます。 
   

計画には、次の事項を定めます。 
■重点的撤去区域の設定に係る年次計画及び同区域に

 おける不法係留船の強制的な撤去措置に係る年次

 計画 
■暫定係留区域を設ける場合には暫定係留施設設置に

係る年次計画 
■斜路及び船舶上下架施設の設置に係る年次計画 
■河川における恒久的係留・保管施設の整備に係る年次

計画等 
 
 年次計画には、各年次における撤去対象船舶数、恒久

的係留・保管施設及び暫定係留施設の収容能力等の必要

な事項を定めます。 
 

②港湾区域                     
  
 平成１２年３月の港湾法改正により、例えば、港湾 
 施設の建設予定地や係留施設の前面など、港湾管理者が

 放置禁止水域を指定し、船舶等を捨てたり、放置する 
 行為を禁止することができるようになりました。 
  海洋性レクリエーションの振興を図りつつ、港湾区域

 における放置艇解消のための施策として、適正な保管 
 場所の整備、港湾管理者と河川管理者、漁港管理者との

 連携による規制措置の実施、沈廃船の処理等総合的な 
 放置艇対策を推進しています。 

③小型船舶登録制度の創設               
 
  放置艇の適正な保管場所への誘導や不法投棄の未然 
 防止、多重売買等のトラブルの防止や信用販売の円滑化 
 等を図る観点から｢小型船舶の登録等に関する法律

 ｣が平成１３年７月４日公布され、施行（公布の日から１

年以内で政令で定める日 平成１４年４月１日目標）後 
３年間で小型船舶が登録される予定です。 

 

※小型船舶の登録等に関する 
 法律 
 
概要 
  
 ■小型船舶の登録及び総トン数 
  の測度  
  ・小型船舶（総トン数２０
   トン未満の船舶のうち、
   漁船等を除く船舶）の
   所有者は、国土交通大臣
   の登録を受けなければ、
   航 行 の 用 に 供 し て は
   ならない。 
    
  ・登録を受けた小型船舶の
   所有権の得喪は、登録しな
   ければ第三者に対抗する
   ことができない。   
  ・小型船舶の所有者は、国土 
   交通大臣より通知を受けた 
   船舶番号を当該船舶に表示 
   しなければならない。 
 

２０ 

凡          例 

河川管理者（三 重 県） 
港湾管理者（三 重 県） 
海岸管理者（三 重 県） 
港    湾   区   域 

河川管理者（国土交通省） 

係留・保管禁止区域

④係留・保管計画を検討する上での前提         

 
■国道２３号上流を係留・保管禁止区域とします。 

 

係留・保管計画禁止区域 

 500ｍ 2,000ｍ1,000500 0 

国道２３号上流の係留状況 

Ⅲ 宇治山田港における係留・保管対策 

１ 規制措置の考え方         



 ２ 漁船・プレジャーボート係留・保管計画（案） 

 漁船及びプレジャーボートの係留・保管計画（案）

は、次のプロセスで作成します。 

①漁船・プレジャーボートの現状把握 

②将来の係留・保管隻数の設定 

三重県の平成１０年度の調査では、２０１０年に２０７４隻に

 
 
 
 増大すると推計していますが、ここでは、当面の目標として、 

漁船はほぼ現状の３３５隻（伊勢市６８隻・今一色２６７隻）、

プレジャーボートは県推計の約７割にビジター１００隻を加え

た約１６００隻で設定します。 

 
 

《係留・保管計画策定プロセス》  
 
 

 
 

① 漁船・プレジャー 
ボートの現状把握 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成９年の調査では、宇治山田港に漁船３３５隻、 
プレジャーボート６６４隻が係留しています。 

③係留・保管施設の現状把握 

２１ 

④新たに必要な係留・保管施設の設定 

■漁 船 
○ 二見町今一色の臨港地区漁港区に２６７隻保管する 
ことができます。 

 ○ 一色に  隻保管することができます。 
■プレジャーボート 
○ 民間のマリーナ施設であるゴーリキマリンビレッジ 

  に２０隻保管することができます。 
将来、１５０隻に拡張する計画があります。 

■漁 船 
漁船は、既存ストックの更新を基本方針とし、新たな施設の

整備は行いません。 
 
■プレジャーボート 

既存ストックは、民間のマリーナ施設であるゴーリキマリン

ビレッジの２０隻と少なく、必要とするプレジャーボートの係

留・保管施設は、１６００隻とします。 
 

②将来の係留・保管

 隻数の設定 

③係留・保管施設の

 現状把握 

④新たに必要な係留・

 保管隻数の設定 

■ 漁 船         ３３５隻 
■ プレジャーボート   １６００隻  

⑤施設整備計画（案） 
 ■施設整備の基本的な考え方 
■場所の検討 
■配置方針 
■整備構想(案) 

 ■整備計画(案) 
 ■管理運営計画(案) 



 ⑤施設整備計画（案） 
係留・保管適地の検討個所  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■係留・保管施設整備の基本的な考え方 

凡          例 

河川管理者（三 重 県）

港湾管理者（三 重 県）

海岸管理者（三 重 県）

港    湾   区   域 

河川管理者（国土交通省）

500ｍ 2,000ｍ1,000 500 0 

■係留・保管場所の検討 

係留・保管施設の配置検討には、 
□プレジャーボート所有者へのルール・マナーの啓発機能 

 □市民への海洋性レクリエーションの普及・啓発機能 
 □地域振興機能 
を持たせることを考慮する必要がありますが、すべての施設に

これらの機能を持たせることは施設整備費用・維持管理費用等

の面から困難で、核となるマリーナと簡易な係留・保管施設を

有機的に連携させることを基本方針とします。 
 また、地場産業である造船所を船のホスピタル機能として活

用します。 
 施設配置は、造船施設のストックを活用し、大湊にマリーナ、

その他は簡易な係留・保管施設とします。 
 

※マリーナ 
マリーナはプレジャーボートの

単なる保管場所ではなく、海洋性
レクリエーションの基盤として、
プレジャーボートの発着、係留・
保管のための施設及びそれに伴う
各種サービス施設を有する総合体 
 
役割 
 
①保管艇に対する役割 

マリーナの基本業務で、艇の保
管に加え、利用者の安全かつ快適
なプレジャーボート活動をサポ 
ート 

■保管場所の提供 
■給油、修理及び情報等のサービス
提供  

■安全確保 
■クルージング等マリンプレイの

指導 
 

②保管艇以外に対する役割 
  クルージングで海から、または
トレーラーで陸から来る艇を受 
け入れる役割 

■ビジターの受入 
■ビジターへのサービス提供 
 
③一般市民に対する役割 
  一般的に公園、広場、レストラ
ン等に隣接したマリーナが憩い 
の場を提供したり、マリンウイー
ク（体験乗船会）等により乗船機
会を提供する役割 

■親水・アメニティ空間 
■ヨット教室・イベント等海洋性レ
クリエーションの普及啓発基地 

 
 
※ボートパーク 
 

マリーナが幅広い役割を有して
いるのに対し、ボートパークは基本
的にプレジャーボートの保管場所
の提供としての役割だけ 
 
 

宇 治 山 田 港 
８ 

６ 

９ 

７ 
４ ５ 

３ 係留・保管場所は、次の９箇所を候補地として、その可能性

について検討します。 
２ 

１ 
１ 

２２ 

６   マ リ ー ナ 

１～５ 簡易な係留・保管施設

７～９ 漁船の収容 

【算出根拠】 
 
Ａ 500ｍ／4.3ｍ 

＝116 隻 

Ｂ 850ｍ／4.3ｍ Ｂ Ａ 
＝197 隻 Ｌ＝500m Ｌ＝850m 

１９７隻 １１６隻  

計 

116 隻＋197 隻 

＝313 隻 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 

【算出根拠】 
 
Ｅ 300／4.3ｍ 

＝70 隻 

Ｆ 150ｍ／4.3ｍ 

＝35 隻 

 

計  

65 隻＋35 隻 

＝105 隻 

Ｅ 

Ｆ 

Ｌ＝300m 
７０隻 

Ｌ＝150m 
３５隻 

【算出根拠】 
 
Ｇ 646ｍ／4.3ｍ 

＝150 隻 

 

Ｈ 200ｍ／4.3ｍ 

＝45 隻 

 

Ｉ 200ｍ／4.3ｍ 

＝45 隻 

  

 

 

  

計  

150 隻＋45 隻

＋45 隻 

＝240 隻 

４ 

Ｃ Ｌ＝950m 
２２０隻 Ｌ＝900m 

２０９隻 

【算出根拠】 
 
Ｃ 950ｍ／4.3ｍ 

＝220 隻 

Ｄ 900ｍ／4.3ｍ 

＝209 隻 

 

計  

220 隻＋209 隻 

＝429 隻 

２ 

Ｄ 

Ｃ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

Ｈ 

Ａ Ｂ 

Ｊ 

Ｌ＝646m 
１５０隻 

Ｇ 

Ｈ 
Ｌ＝200m 
４５隻 

Ｉ 
Ｌ＝200m 
４５隻 

Ｌ＝650m 
Ｌ＝150m 

Ｌ＝400m 
Ｌ＝250m 

水域面積 約７５，０００㎡ 

５ 

Ｊ 

水面利用 あるいは 陸上保管 

桟橋等必要な施設があるため、縦 1 列付けの約２倍のスペースを想定し

算出    ７５，０００㎡/１００㎡＝７５０隻 

※陸上保管の場合は、艇の収容スペースに駐車場を確保。算定式は同上 

２３ 



６  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

８ 

Ｋ 既 存 20隻

   計 画 150 隻 

Ｋ 

マリーナ 

■ゴーリキマリンビレッジ 

□ 既  存    20 隻  

 □ 将来計画    150 隻 

２４ 

検討のための原単位の設定 

 次のとおり設定します。 

■対象プレジャーボート 
（全長） × （全幅） × （喫水）

①クルーザーモーターボート    9.0ｍ    3.6ｍ    1.1ｍ
②クルーザーヨット        9.0ｍ    3.2ｍ    1.8ｍ

■航路・泊地水深    －２．５ｍ 

■水域保管面積    １７０㎡／隻 

■陸上保管面積    １００㎡／隻（大型艇・駐車場） 

陸 上 保 管 

利用面積（㎡）  収容隻数(隻) 

Ｌ     ８０００      ８０  

Ｍ     ４０００      ４０  

Ｎ     ８０００      ８０  

Ｏ     ６０００      ６０ 

計    ２６０００     ２６０ 

※ 敷地面積と利用面積は一致していません。

Ｌ Ｍ 

Ｎ 
Ｍ 

Ｏ 

Ｐ 

水 域 保 管 

Ｎ 

Ｏ 
面積（㎡） 収容隻数(隻) 

Ｐ １５０００   ９０ 

 

 



９ ７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

２５ 

Q 30 隻 

    

Ｋ 

Ｑ 

Ｏ 

８ 

Ｒ 200ｍ／2.3ｍ＝87 隻 

 

Ｓ 250ｍ／2.3ｍ＝109 隻 

Ｑ 

Ｌ＝ ２００ ｍ 
９０隻 

Ｒ 

Ｓ 

Ｌ＝ ２５０ ｍ 
１１０隻 

Ｕ 

Ｕ 

Ｒ 

Ｖ 

Ｖ 

Ｓ 

Ｕ   

Ｖ   



番号 位置 保管能力（隻） 護岸管理者
漁船・プレジャー

ボートの別
評価 整備手法 課題等 整備時期 備考

A 500 ｍ 4.3 ｍ/隻 116 河川管理者 プレジャーボート ×
■河川環境整備
■占  用  許  可

泊地水深確保のための浚渫必要 暫定係留施設

B 850 ｍ 4.3 ｍ/隻 198 河川管理者 プレジャーボート ×
■河川環境整備
■占  用  許  可

駐車場の確保 暫定係留施設

C 950 ｍ 4.3 ｍ/隻 221 河川管理者 プレジャーボート × 泊地水深確保のための浚渫必要

D 900 ｍ 4.3 ｍ/隻 209 河川管理者 プレジャーボート × 泊地水深確保のための浚渫必要

E 300 ｍ 4.3 ｍ/隻 70 河川管理者 プレジャーボート ○
■河川環境整備
■占  用  許  可

駐車場の確保 第1期

F 150 ｍ 4.3 ｍ/隻 35 河川管理者 プレジャーボート ○
■河川環境整備
■占  用  許  可

駐車場の確保 第１期

G 646 ｍ 4.3 ｍ/隻 150 港湾管理者 プレジャーボート ○ ■ボートパーク整備 駐車場の確保 第１期

H 200 ｍ 4.3 ｍ/隻 47 河川管理者 プレジャーボート ○
■河川環境整備
■占  用  許  可

駐車場の確保 第１期

I 200 ｍ 4.3 ｍ/隻 47 港湾管理者 プレジャーボート ○ ■ボートパーク整備 駐車場の確保 第１期

5 J 75,000 ㎡ 100 ㎡/隻 750 港湾管理者 プレジャーボート △ ■ボートパーク整備
公有水面埋立て（水理計算をし、水面上昇
のチェックが必要）

第2期

K 35,000 ㎡ 　　　20　(計画150) 民間マリーナ プレジャーボート ○ ■マリーナ整備 現在20隻であるが将来150隻に拡張 第1期

L 8,000 ㎡ 100 ㎡/隻 80 港湾管理者 プレジャーボート △ ■マリーナ整備 造船施設活用、土地の流動化 長　期

M 4,000 ㎡ 100 ㎡/隻 40 港湾管理者 プレジャーボート △ ■マリーナ整備 造船施設活用、土地の流動化 長　期

N 8,000 ㎡ 100 ㎡/隻 80 港湾管理者 プレジャーボート △ ■マリーナ整備 造船施設活用、土地の流動化 長　期

O 6,000 ㎡ 100 ㎡/隻 60 港湾管理者 プレジャーボート △ ■マリーナ整備 造船施設活用 第１期

Ｐ 15,000 ㎡ 170 ㎡/隻 88 港湾管理者 プレジャーボート ○ ■マリーナ整備 水域 第１期

7 Q ㎡ 30 港湾管理者 漁　　　　　船

R 200 ｍ 2.3 ｍ/隻 87 河川管理者 漁　　　　　船
■河川環境整備
■占  用  許  可

S 250 ｍ 2.3 ｍ/隻 109 河川管理者 漁　　　　　船
■河川環境整備
■占  用  許  可

U ㎡ ㎡/隻 港湾管理者 漁　　　　　船 臨港地区（漁港区）

V ㎡ ㎡/隻 港湾管理者 漁　　　　　船 臨港地区（漁港区）

《まとめ》
港湾護岸（隻） 河川護岸（隻）
《ボートパーク》 《占用・環境整備》 マリーナ

○ 197 151 238 586
△ 750 0 260 1010

小計 947 151 498 1596

整備可能隻数（隻）
評価

漁　　　　　　　船
計

プレジャーボート

延長ｏｒ面積 原単位

1

2

9

3

4

8

6

２６



プレジャーボート係留・保管対策イメージ

 

２７

■係留・保管施設整備基本方針 

凡          例 

河川管理者（三 重 県）

港湾管理者（三 重 県）

海岸管理者（三 重 県）

港    湾   区   域 

河川管理者（国土交通省）

宇 治 山 田 港 

放置艇・不法係留問題を解消するためには、規制措置と係留・保管能力

の向上とをセットで対策を講じる必要があります。放置艇は、平成 9 年度

の調査によると 664 隻あります。一方、受け皿となる係留・保管施設は民

間マリーナであるゴーリキマリンビレッジの 20 隻と少なく、規制措置は実

効性において難しい面があります。 

したがって、重点撤去区域の設定は、河川管理上の支障度や河川環境の

重要度を考慮のうえ、段階的に行う必要があります。 

将来的には、防潮水門上流は禁止区域とします。そのためには、現在

係留している 298 隻の撤去が必要となります。 

 

 係留・保管対策のイメージは右の図のとおりです。 

  

 

施設整備計画（案） 

 

現 状 計 画  

遊漁船 漁船 遊漁船 漁船 

１ 防潮水門上流 280 隻 18 隻 0 0 

２ 一色 0 0 750 隻 0 

３ 神社・下野・竹ヶ鼻 172 隻 5 隻 195 隻 0 

４ 一色 14 隻 16 隻 105 隻 35 隻

５ 竹ヶ鼻 ３に含まれる。 45 隻 0 

６ 大湊 174 隻  500 隻 

７ 大湊  29 隻  33 隻

８ 今一色 24 隻 267 隻 24 隻 267 隻

合計 664 隻 335 隻 1619 隻 335 隻

                 ※ 艇の大きさは５ｔ未満を想定 

2,000ｍ1,000 5000 

重点撤去区域 

３ ボートパークの整備 
195 隻 

２ ボートパークの整備 
750 隻 

７ 漁船係留 
29 隻 

８ 臨港地区（漁港区） 
291 隻 

既存マリーナの収容能力活用 
民間マリーナの整備（行政支援）

ターミナル 

500ｍ 

暫定係留施設整備 
300 隻 

１ 防潮水門上流

298 隻係留 

500 隻 

４ 簡易な係留施設 
105 隻 

６ 

４ 漁船係留 
16 隻 

５ 簡易な係留施設 
45 隻



２８ 

■係留・保管施設の配置方針 

 

マリーナの整備ゾーン 

 

0 500ｍ

船のホスピタル 

船のホスピタル 

保管場所は、高質なサービス機能、ビジターの受入機能等ある程度の機能を備

えたマリーナ、係留に必要な最小機能に限定した簡易な係留施設、漁船の係留施

設の三つに分類します。また、地場産業である造船所を船のホスピタルとします。

 
《マリーナ》 
□ マリーナは、大型、中型のモーターボート、クルーザーヨットを中心に保管

を行い、伊勢市の海洋レクリエーション振興の中核に位置付けます。 
□ 安全管理者の養成や遭難艇の救助体制等安全管理体制の中核とします。 
□ 船のホスピタルである造船事業者等関係者と連携し、保管艇のみならず周辺

のプレジャーボートに対し情報の提供、修理、給油等のサービスの提供を行

います。 
□ 広域的な長距離クルージングの寄港に必要な機能を備えます。 
□ マリンレクリエーションの教育基地として青少年や愛好者の教育を行うと

ともにマリン文化形成の場とします。 
□ マリーナ整備ゾーンのそれぞれのマリーナは、連携しながら必要とする機能

を分担します。 
 
《簡易な係留施設（ボートパーク等）》 
□ 港湾及び河川の適正な管理のため、小型艇を中心にプレジャーボートの保管

のみを行う係留施設とします。 
□ 安全管理やサービス機能など必要な機能は、周辺マリーナと連携します。 
 
《漁船の係留施設》 
□ 基本的には、既存ストックを活用します。 
 
《船のホスピタル》 
□ 既存造船所を船のホスピタルとし、マリーナ、ボートパーク等、簡易な係留

施設と連携します。 
 
マリーナの導入機能は次のとおりとします。 
□基本的保管機能    保管施設、駐車場、トイレ 
□高質なサービス機能  修理工場、給油施設、揚降施設、水道、電気 
□基本的安全管理    初期安全指導、安全管理者、通信設備（所有者） 
□高質な安全管理    通信設備（基地）、救助艇、研修室 
□普及啓発       スクール、免許教室、イベント開催、体験乗船会 
□市民等への親水機能  親水公園、クルーズ、飲食 
□ビジター受入機能   ビジター桟橋、観光情報提供、修理工場、給油施設 
            揚降施設  

係留・保管施設の配置方針 

漁船の係留施設 

携 

連 

 

漁船の係留施設 

簡易な係留施設整備ゾーン 
（ボートパーク等） 

    



    

２９ 

■係留・保管施設整備構想(案) 

係留・保管場所及び施設整備イメージは、次のとおりです。 

簡易な係留・保管施設 
（河川護岸） 

■整備手法 ◇河川環境整備 
      ◇既存ストック活用 
      ◇河川法占用許可  
■保管能力 約１０５隻 
■そ の 他 延長 約３００ｍ 

縦１列付け 

②

簡易な係留・保管施設 
（港湾護岸） 

■整備手法 ◇ボートパーク整備 
■保管能力 約１９５隻 
■そ の 他 延長 約８５０ｍ 

縦１列付け 
 

④

   民 間 マ リ ー ナ 
（ゴーリキマリンビレッジ） 

 
■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約１５０隻 

 
 

⑥

  民 間 マ リ ー ナ  
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約４０隻 
■その他  面積 ４０００ ㎡ 

⑧

   民 間 マ リ ー ナ 
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約６０隻 
■その他  面積 ６０００ ㎡ 

⑩

   漁 船 の 係 留 ・ 保 管 
 

■整備手法 ◇既存ストック活用 
■保管能力 約３５隻 

 
 

⑫

   漁 船 の 係 留 ・ 保 管 
（臨港地区：漁港区） 

■整備手法 ◇既存ストック活用 
■保管能力 約  隻 

⑭

整備可能な保管隻数 簡易な係留・保管施設 
（河川護岸） 

■整備手法 ◇暫定係留施設 
      （河川法占用許可） 
■保管能力 約３００隻 
■そ の 他 延長 約１３５０ｍ 

縦１列付け 
 

①

簡易な係留・保管施設 
（河川護岸） 

■整備手法 ◇河川環境整備 
      ◇河川法占用許可  
■保管能力 約４５隻 
■そ の 他 延長 約２００ｍ 

縦１列付け 

■プレジャーボート 
   １６１９隻 
（暫定係留施設除く。）

■漁船 
    ３３５隻 

③

簡易な係留・保管施設 
（港湾護岸） 

■整備手法 ◇ボートパーク整備 
      ◇公有水面埋立て 
■保管能力 約７５０隻 
■そ の 他 面積 約７.５ｈａ 

◇水面利用 
◇陸上保管（埋立て）

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
⑦ ⑧ 

⑨ 

⑩ 

マリーナの整備ゾーン 

⑪ 

⑬ 

⑫ 

⑭ 

⑮ 

既存ストック活用 
（２６７隻）（２４隻）

0 500ｍ

既存ストック活用（３５隻）

船のホスピタル 

船のホスピタル 

ボ ー ト パ ー ク 等

簡易施設整備ゾーン 

暫定係留施設ゾーン

（約３００隻） 

整備内容及び保管隻数 
１簡易な係留・保管施設 
（１） 河川  ３５０隻 
《暫定係留施設》 

① ２００隻 
《河川環境整備》 

②  ７０隻 
③  ４５隻 

《既存ストックの活用》 
   ②  ３５隻  
（２）港湾  ９６９隻 
《ボートパーク整備》 

   ④ １９５隻 
   ⑤ ７５０隻 
《既存ストックの活用》 

⑭⑮  ２４隻  
２ マリーナ 
（１）港湾  ５００隻 

《陸上保管》 
   ⑥ １５０隻 
   ⑦  ８０隻 
   ⑧  ４０隻 
   ⑨  ８０隻 
   ⑩  ６０隻 

《水域保管》 
   ⑪  ９０隻 
３ 漁船 
（１） 河川  ６８隻 
《既存ストックの活用》 

⑫  ３５隻 
⑬   ３３隻 

（２） 港湾（漁港区） 
《既存ストックの活用》 

   ⑭⑮ ２６７隻 
 

⑤

  民 間 マ リ ー ナ 

主 
 

 
 

な 
 

 
 

整 
 

 
 

備 
 

 
 

内 
 

 
 

容 

 
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約８０隻 
■その他  面積 ８０００ ㎡ 

 

⑦

   民 間 マ リ ー ナ 
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約８０隻 
■その他  面積 ８０００ ㎡ 

⑨

   民 間 マ リ ー ナ 
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約９０隻 
■その他  水面活用 
      面積 １.5ｈａ 

⑪

   漁 船 の 係 留 ・ 保 管 
（臨港地区：漁港区） 

■整備手法 ◇既存ストック活用 
■保管能力 約  隻 

 

⑮

   漁 船 の 係 留 ・ 保 管 
（河川護岸） 

■整備手法 河川法占用許可 
■保管能力 約２００隻 

⑬



３０ 

 

簡易な係留・保管施設 
（港湾護岸） 

■整備手法 ◇ボートパーク整備 
■保管能力 約１９５隻 
■そ の 他 延長 約８５０ｍ 

縦１列付け 

④

■ 整備手法：ボートパーク整備 

   ⑪ 民 間 マ リ ー ナ 
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約９０隻 
■その他  水面活用 
      面積 １.5ｈａ 

   民 間 マ リ ー ナ 
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約６０隻 
■その他  面積 ６０００ ㎡ 

⑩

 

   民 間 マ リ ー ナ 
（ゴーリキマリンビレッジ） 

 
■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約１５０隻 

 

⑥

■ 整備手法：民間マリーナ整備 

簡易な係留・保管施設 
（河川護岸） 

■整備手法 ◇河川環境整備 
      ◇既存ストック活用 
      ◇河川法占用許可  
■保管能力 約１０５隻 
■そ の 他 延長 約３００ｍ 

縦１列付け 

②簡易な係留・保管施設 
（河川護岸） 

■整備手法 ◇暫定係留施設 
      （河川法占用許可） 
■保管能力 約３００隻 
■そ の 他 延長 約１３５０ｍ 

縦１列付け 
 

①

簡易な係留・保管施設 
（河川護岸） 

■整備手法 ◇河川環境整備 
      ◇河川法占用許可  
■保管能力 約４５隻 
■そ の 他 延長 約２００ｍ 

縦１列付け 

③

■ 整備手法：河川環境整備 ・ 河川法占用許可 
    

■係留・保管施設整備計画(案) 

平成１５年度からスタートする第１０次港湾整備計画に提案する施設 
整備のイメージは、次のとおりです。 

整備内容及び保管隻数 
 

第１期 

当初１０年間 

① 

② 

③ 

④ 

船のホスピタル 

⑥ 

⑩ 

マリーナの整備ゾーン 

⑪ 

0 500ｍ

既存ストック活用（３５隻）

船のホスピタル 

（約３００隻） 
暫定係留施設ゾーン

ボ ー ト パ ー ク 等

簡易施設整備ゾーン 

整備保管隻数 
■プレジャーボート 
   ６６９隻 
（暫定係留施設除く。）

 

《陸上保管》 
   ⑥ １５０隻 
   ⑩  ６０隻 

《水域保管》 
   ⑪  ９０隻 
 
 

（１）港湾  ３００隻 

   ②  ３５隻  
（２）港湾  １９５隻 

《ボートパーク整備》 
   ④ １９５隻 
 《既存ストックの活用》 

⑭⑮  ２４隻 
２ マリーナ 

《既存ストックの活用》 

（１） 河川  ３５０隻 
《暫定係留施設》 

① ３００隻 
《河川環境整備》 

②  ７０隻 
③  ４５隻 

１ 簡易な係留・保管施設 



    

■係留・保管施設整備計画(案) 

第２期の施設整備のイメージは、次のとおりです。 

整備内容及び保管隻数 
 
１ 簡易な係留・保管施設 
（１）港湾  ７５０隻 
《ボートパーク整備》 

   ⑤ ７５０隻 
 
２ マリーナ 
（１）港湾  ２００隻 
《陸上保管》 

   ⑦  ８０隻 
   ⑧  ４０隻 
   ⑨  ８０隻 
    

⑤ 

第２期 
 

整備保管隻数 
■プレジャーボート 
   ９５０隻 

船のホスピタル 

マリーナの整備ゾーン 

0 500ｍ

既存ストック活用（３５隻）

船のホスピタル 

ボ ー ト パ ー ク 等

簡易施設整備ゾーン 

⑦ ⑧ 

⑨ 

３１ 

簡易な係留・保管施設 
（港湾護岸） 

■整備手法 ◇ボートパーク整備 
      ◇公有水面埋立て 
■保管能力 約７５０隻 
■そ の 他 面積 約７.５ｈａ 

◇水面利用 
◇陸上保管（埋立て）

⑤

■ 整備手法：ボートパーク整備 

  民 間 マ リ ー ナ  ⑨
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約８０隻 
■その他  面積 ８０００ ㎡ 

  民 間 マ リ ー ナ  
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約８０隻 
■その他  面積 ８０００ ㎡ 

⑦

 

   民 間 マ リ ー ナ 
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約６０隻 

⑩

■その他  面積 ６０００ ㎡ 

  民 間 マ リ ー ナ  
 

■整備手法 ◇民間活力 
■保管能力 約４０隻 

⑧

■その他  面積 ４０００ ㎡ 

■ 整備手法：民間マリーナ整備 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
導入機能・施設 マリーナ 簡易な施設 

（ボートパーク等） 
保管施設 ○ ○ 
駐車場 ○ ○ ①基本的保管機能 
トイレ ○ ○ 
修理工場 ○ × 
給油施設 ○ × 
揚降施設 ○ △（陸揚の場合） 
水道・電気 ○ △（陸揚の場合） 

 
②高質な 
サービス機能 

 
 マリンプレイ指導 ○ × 

初期安全指導 ○ ○ 
安全講習会 ○ × 

 
③基本的安全管理 
 通信設備（所有者） ○ × 

通信設備（基地） ○ × 
出入港管理 ○ × 
安全管理者 ○ × 
救助艇 ○ × 

保
管
艇
に
対
す
る
役
割 

④高質な安全管理 

研修室 ○ × 
ビジター桟橋 ○ ○ 
観光情報の提供 ○ × 
修理工場 ○ × 
給油施設 ○ × 

ビ
ジ
タ
ー
に

対
す
る
役
割 

⑤ビジター 
受入機能 

揚降施設 ○ △（陸揚の場合） 
親水公園 ○ △（陸揚の場合） 
クルーズ ○ × ⑥市民等への 

親水機能 
飲食 ○ × 
研修室 ○ × 
スクール・免許教室 ○ × 
イベント開催 ○ × 

一
般
市
民
に 

対
す
る
役
割 ⑦普及啓発 

体験乗船会 ○ × 

宇治山田港に次の機能及び施設を整備することを提案します。 

①導入機能・施設 

《整備する導入機能及び施設》 

 ２８ページに係留・保管施設の配置方針を示していますが、管理運営計画

（案）作成に際し、宇治山田港におけるマリーナとボートパーク等簡易な係

留・保管施設の機能等を整理し、管理運営の考え方を検討します。 

３ ルールづくりと係留・保管施設の管理運営（案） ②係留・保管施設の管理の考え方 

３２ 

係留・保管施設の管理は、施設の管理、艇の管理、利用者の管理の三つが

考えられます。 
宇治山田港に配置する係留・保管施設の役割、機能を踏まえ、管理の考え

方を次のとおり整理します。 
■施設の管理 

  ◇施設の保守・点検 
  《マリーナ》 
     マリーナには、修理、給油、揚降等多数の施設があり、これらを 

安全かつ円滑に機能させるには定期的な保守点検や修理、労力が必 
要です。 

《ボートパーク等簡易な施設》 
     ボートパーク等簡易な施設は、浮き桟橋等の係留施設が大部分を 

占め、マリーナに比べれば保守・点検業務は簡易かつ容易です。 
◇ゴミの収集 

    ゴミの収集は、周辺住民とのトラブル防止対策にとどまらず、環境

保全の面からも必要です。  
 ■艇の管理 

《マリーナ》 
     マリーナは、保管契約の範囲で管理責任を負うことになります。 

免責事項を多くすれば、責任の範囲は狭くなりますがサービスの

低下になります。また、契約上免責事項としても、保管料水準や社

会常識に照らし免責が認められない場合もあります。 
民間マリーナのほとんどは、トラブル時のことを勘案し、艇置契

約書で管理責任を問われない方法をとっています。 
《ボートパーク等簡易な施設》 

     ボートパークは、もともと放置艇対策の受け皿としての保管場所

であり、サービス機能、施設がなく作業上の損傷等の過失はありえ

ません。盗難等については、保管料水準が低いことからマリーナと

区別化し、利用者責任とします。ただし、係留施設の破損等に起因

する艇の損傷等は、管理責任が問われると考え、対処する必要があ

ります。 
■利用者の管理 

利用者の管理は、施設使用許可の管理と航行の安全管理に区分し、

考え方を整理します。 
 ◇施設使用許可の管理 
   マリーナの使用許可には、公共の場合は、公平性、不適格者の排除、

名義貸し等の不正利用の排除が重要となりますが、民間の場合は、経 
営が優先されます。 ※ボートパーク等簡易な施設は、マリーナ、船のホスピタルと連携します。



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宇治山田港での管理内容 
 

項  目 内    容 マリーナ 簡易な施設 
（ボートパーク等） 

①施設の保守・点検 ○ ○ 
施 設 の 管 理 

②ゴミの収集 ○ ○ 
艇 の 管 理  ○ × 

①施設使用許可の管理 ○ ○ 
○初歩的安全指導 ○ ○ 
○出港時の安全指導 ○ × 利用者の管理 ②航行の 

安全管理 
○安全管理体制 ○ × 

 
 
 
 
 
 
 
 

◇行政事務の簡素化 
◇情報伝達経路の明確化 
◇施設運営管理者の指導 

施設の管理（整備・維持等） 

行政（港湾管理者・河川管理者・市） 

施 設 の 総 合 的 管 理 運 営 

民間マリーナ 

連携 
造  船  所 

（船のホスピタル）

ボートパーク等 
簡易な施設管理運営者 

利  用  者 漁 業 従 事 者 

周 辺 住 民 ◇安全指導、情報提供等のサービスの享受

◇施設整備等に関する要望の一元化 
◇漁業者に対する要望実現の可能性 

◇トラブル発生時の窓口の明確化 
◇漁業操業時のトラブル発生時の調整 

宇治山田港では、マリーナとボートパーク等簡易な施設、船のホス

ピタルである造船所とが連携し管理運営することとします。 
ボートパークにはボートパーク運営者を配置し、マリーナ・造船所

と連携により、安全、防災、環境等にかかる機能確保を図り、行政、

利用者、周辺住民等との窓口としての役割を持たせます。 

多くのマリーナは、審査会の設置や日常業務をとおした防止策を講

じています。 
ボートパーク等簡易な施設も、マリーナ同様の管理が必要です。特

に、ボートパーク等簡易な施設の多くは利用率が高く、利用希望者が

近隣に多数いることが予想され、また、常駐の管理者がいないことか

ら不正利用されやすい状態にあると考えられます。 
管理者は、不正利用を防止できるしくみを考える必要があります。 

◇航行の安全管理 
   航行の安全管理は、基本的には、利用者責任となりますが、多くの

マリーナは、以下の指導を主とした安全管理を実施しています。 
●初歩的安全指導 

   ・入艇時の初期安全指導 
   ・年１~２回程度の安全講習会 
  ●出港時の安全指導 
   ・出港禁止（勧告）基準 
   ・出航前点検の励行 
  ●安全管理体制 
   ・出入港管理 
   ・救助艇の配置 
   ・マリーナ安全管理者の配置 
  ボートパーク等簡易な施設においても、利用者責任が前提となります

が、海難事故のことを考えると可能な限り安全指導は必要であると考えら

れます。 

③係留・保管施設の管理運営方式の考え方 

 

３３



 ④宇治山田港における係留・保管施設の管理運営(案) 
 

 係留・保管施設の管理運営は、マリーナについては民間が行うこととし、ボート

パーク等簡易な施設は、市民が自ら公共の利益のためにまちづくりを計画し実施す

る港づくりＮＰＯを設立し、行政との協働（コラボレーション）により行います。 
 
 
 したがって、管理者が定める管理条例は必要最小限のものとし、ＮＰＯに管理委

託する旨の規定を盛り込むことを提案します。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

《市民と行政（国・県・市）協働による管理運営イメージ》 

また、必要なルールはＮＰＯ自らの創意工夫でつくることとします。 

 

ボ ー ト パ ー ク 施 設 河川占用施設 

簡  易  な  施  設 

 利    用    者 市  民 

港  湾  管  理  者 
許   可 安 全 指 導 施 設 維 持 

河川管理者 
許   可 

【河川管理護岸】 【港湾管理護岸】 

ボートパーク管理運営者（港づくりＮＰＯ） 
 漁   協

地 域 住 民

遊 漁 船 組 合

造 船 業 者

マリーナ事業者 

観 光 協 会

伊 勢 郷 土 会

青 年 会 議 所 商 工 会 議 所

河川占用施設
整 備 ・ 維 持

申 請 

占用料 
許 可 

申 請 

利用料 
許 可 要 望 委 託 要 望 委 託 

使用申込み 
使用料金払込み 使用承認 

使 用 モラル、安全、美化・ゴミ清掃等

自主管理 
美化・ゴミ清掃等 

施設の維持・管理

連絡・調整 

⑤ボートパーク等簡易な施設の保管料金の考え方 

利用料金を設定する方法は、次の三つが考えられますが、ＮＰＯに管理運営を 
委託することとしていますので、ＮＰＯが経営できる料金設定を行う必要があり 
ます。 
 
■施設整備費及び管理運営費からの設定 

   施設を整備するために必要な費用及び維持、管理、運営等に要する費用から 
算出する方法 
 

項     目 内     訳 
○水面使用料 

係留施設 
○係留施設（桟橋等）整備費 

環境施設 ○汚水・ゴミ処理施設整備費 
施
設
整
備
費 サービス施設 

○陸上用地借地料 
○駐車場整備費 
○トイレ整備費等 

施
設
使
用
料 

管理運営費 

○人件費 
○施設メンテナンス費 
○雑費 
○保険料等 

 
■民間マリーナの保管料を考慮した設定

   

 
民間マリーナの保管料金は立地条件や水域のポテンシャル、施設、サービス 

内容等を反映した料金設定となっていることが考えられるため、施設、サービ 
ス面の比較を行い、民間マリーナと連携を前提に料金を設定する方法

  
■放置艇オーナー等の希望料金

   

 

 
放置艇対策を早期実現することに重きを置き、利用者の意向を考慮した料金 

を設定する方法

 

 

 

《望ましい料金設定の流れ》 

３４

 

基 本 施 設 使 用 料

放置艇の入艇促進 放置艇オーナー等の希望料金 

望ましい施設使用料

施設整備費及び管理運営費 民間マリーナの保管料 



 
 
４ 関係者の連携 

②関係者の連携イメージ（案） 

４ 多様な主体間の連携の強化 
  
プレジャーボートは連続した水域を自由に移動可能であり、そのため、近隣 

 
 

①係留・保管対策推進のための連携体制の確立 
の港湾、漁港、河川等で連携をとった対策が講じられなければ、地域全体での

抜本的な対策とはならない可能性がある。 
また、係留・保管施設の整備のみでは、放置艇問題への効果的な対策には

 平成１０年３月、プレジャーボートによる海洋性レクリエーションを活用した地域

振興方策調査委員会より出された『プレジャーボート係留・保管対策に関する提言』

の中で、基本方針として、次のことがあげられています。 
 

至らず、水域管理者、地方公共団体、警察機関、海上保安機関、プレジャーボ

ート所有者、マリーナ事業者、プレジャーボート製造・販売事業者、漁業者等

による諸施策が併せて講じられてはじめて十分な効果が発揮されるものと考え

られることから、こうした多様な主体間の連携を強化しながら種々の対策を講

じていく必要がある。 

 
  

 【基本方針】 
  
１ プレジャーボート活動に対する基本的な視点の確立 

  
    放置艇問題を解消し、身近なレジャーとして普及してきているプレジャーボー 

ト活動に対応するためには、行政として、国民共有の財産である公共用水域を他

の水域利用との調和を図りながら、プレジャーボートの利用空間としても有効

かつ適正に活用するとともに、不適正な利用を規制するという基本的な視点に

立つことが必要である。 
また、ゆとりある時代の到来を迎え、プレジャーボート活動に対する国民の

理解度を高めるべく、活動拠点であるマリーナ等のプレジャーボート係留・保管

施設を、プレジャーボート所有者にとどまらず、誰もが気軽に利用できる場と

すること等により、プレジャーボート活動が将来的に地域振興に貢献できるよう

にする必要がある。 
 
２ プレジャーボート所有者の自己責任の徹底と製造・販売事業者による取り組みの

推進 
 

放置艇問題が発生する要因としては、係留・保管施設の不足による以外に、

所有者のモラル、責任感、遵法意識等の欠如に起因するものも少なくない。問題

の抜本的な解消のためには、行政の取り組みはもちろんのこと、関係者の協力の

もと、所有者による適正な保管場所の確保、水域や施設の安全で適正な利用、

周辺環境の保全など、所有者の自己責任原則の徹底を図る必要がある。併せて、

プレジャーボートの製造・販売に当たって所有者に対する適正な係留・保管に

関する啓発、情報の提供等に努める必要がある。 
 
３ 規制措置と係留・保管能力の向上とを両輪とする対策の推進 

 
放置艇問題を解消するためには、規制措置と係留・保管能力の向上とを両輪

とする対策を推進する必要がある。放置艇が集積し、公共用水域の利用の適正

化、災害・安全対策、あるいは地域の環境保全対策の観点から支障を及ぼして

いる場合、各公共用水域の性格や地域の実情に応じた適切な規制措置を講じて

いくことが必要である。また、放置艇の適正な係留・保管が実現されるよう、

係留・保管能力の向上に努めていく必要がある。 
 

港づくりＮＰＯを核として、関係者が連携します。イメージは次のとおりです。 
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 マリーナ事業者

まちづくり・港づくりＮＰＯ 
■港づくり 
■まちづくり 
■ボートパーク等管理運営 

 

行  政 
（国・県・市） 

住  民 

漁  協 

遊漁船組合 

造船業者 

伊勢郷土会 

観光協会 

青年会議所 

商工会議所 

 艇の所有者

プレジャーボート
製造・販売事業者 

ＮＰＯ 
河崎まちづくり衆 

連
携
・
調
整

その他 
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